























のため VC ， 複数の人間の協働~I謁係が計画的K展開される社会単位なのである。ゆえに，学校も当


































































































的研究をしたマートン(孔.K. Me r tOn入セノレズニク (P. Selznick) ゴールドナー (A.






























































































(s t a n d a r d i z a t i 0 n) 
テスト，カリキュラム・ガイド，教科書の同一性














































(2) J. G. Anderson， Bureaucracy in Educat ion， 1968(30)の場合
コークインの前期著作が先行諸研究の整理・再編成陀よる呈ヂ究を特色としているのK対し， こ


































































































































































育組織内部の権限関係は， きめ細かな監督 (close supervision)を介在してたされるよう
なリグッドなものとはなりがたいと言・えるo したがって， 管王生者層と一般教員との権限関係は，珪































l謁係が'優勢ではあるが，強制が副次的な役割を果たしていると uづ o とのエツィオーニの類型
論から，教育組識内部の生徒集団を含めた内部構造(とく陀服従関係)の解明K有効な手がかり
がえられそうである。
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